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＜要   約＞ 
 1991年に行われた経済改革によってインド経済は大きく変化した。一人当たりGDPが  1 
千USドルを超えるまでに成長したインド経済にIT-BPO産業が大きく寄与した。本論文では
知的労働者である専門技術者を用いたサービス業としてのIT-BPO産業が労働生産性を向上
させていく姿をマクロ経済指標および各企業の業績を用いて明らかにしていく。 
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１．インド経済の現状 
  ―ＩＴ-ＢＰＯ産業成立の前提として 
 本論文では，まず，インド経済の現状からIT-
BPO産業のおかれた状況を分析し，産業構造の決
定要因としての生産要素投入を検討する。本論文
の目的は，生産要素としての専門技術者を中心と
する労働を検討し，彼らの労働生産性を分析する
ことによってインドIT-BPO産業成功の一要因を
解明することにある。 
 
（１）ソフトウェア・ビジネスとインド経済改革 
 永らくインドと言えば，カレー料理，非暴力指
導者ガンジー，ターバンをかぶった勇猛果敢な兵
士，というイメージであったが，ここ20年でイ
ンドの印象は大きく変わった。ソフトウェア産業
が隆盛し，小学校で  2  桁のかけ算を習う国，と
いう理数系の国としてイメージされることが多く
なった。 
 インドは世界最大の民主主義国と呼ばれている。
ジェトロによるインド基礎データ（1)では，人口
12億1,019万人，面積は日本の約8.8倍の大国であ
る。ヒンディー語が公用語であるが，広大な国土
の中にはウルドゥー語やベンガル語など他の言語
を使う国民も存在し，共通語である準公用語の英
語の存在が大きい。国内各地から参加者が集うナ
ショナル・レベルのカンファレンスでは英語が使
われることが多い。 
 国内の貧富の差は依然として大きい。1947年
の独立後，カーストによる差別は1950年にでき
た憲法の第15条によって禁止されている（2)が，
今でもインド社会にはカーストによる風習が根強
く残っている。インドでIT-BPO産業が経済成長の
重要な要因となった背景には，このカーストが影
響していると論じる者もいる。伊藤洋一[2007]（3)
は，IT技術者の多くは，インドの人口の 8 割を占
めるヒンディー社会に属しており「カーストを超
えたところで新しいモティベーションをヒンズー
教徒中心のインド社会に与えている」（原文マ
マ）と述べている。インドでは，カーストの最下
層もしくは，その下に位置づけられている人々な
どを指定カースト・指定部族と呼び，インド工科
大（India Institute of Technology 以下，IIT）など
の国立大学に一定の入学者枠が設けられている。
ICT産業を担う人材はカーストを超えて育成され
ており，カーストによる職業指定のない新しい産
業がICT産業である。 
 インドでソフトウェア産業が隆盛するにあたっ
ては，インド政府を中心とした産官学による環境
整備が大きな役割を果たした。インド政府は，国
内産業基盤を強化するために1998年  5  月にソフ
トウェア産業の振興を図るための国家戦略を画策
し，首相府に国家ITソフトウェア開発作業部会を
設立した。 1999年には Ministry of Information 
Technology（のちにMinistry of Communication and 
Information Technologyに改組。以下，情報省）が
設立された（4)。情報省は，税政を除き，IT関連
の産業政策，研究開発政策，人材育成・教育政策，
地方整備政策など，ITにかんするあらゆる政策を
行っており，統一された意思の元，IT関連政策を
効率よく立案・実施している。 
 情報省は，IT重点開発拠点をインド国内にバン
ガロールをはじめとする数ヵ所に設け，集中的に
IT基盤整備事業を行った。さらに政府が支援する
新たなベンチャーキャピタル基金の創設や電子商
取引のためのデジタル署名法の成立など，国内の
IT産業基盤整備と外資の導入を促すための政策を
次々に実行していった。 
 IBMは1962年にインドに進出したが，インド法
人への外資保有比率が49％に制限されたことを
不服として1978年に一度撤退した（5)後に再進出
している。1984年にハードウェアの関税の大幅
引き下げなどの自由化が進んだことを受けて税制
優遇などに魅力を感じたアメリカをはじめとする
先進国の多国籍企業の直接投資が増加した。アメ
リカからインドへのIT系オフショア・ビジネスは，
1989年にコダックなどアメリカ企業が約12時間
の時差と人件費の安さに目をつけてコンピュータ
への情報入力をインドに依頼したことに起因する
例（6)に代表される。 
 その後，ソフトウェアの開発やIT活用サービス
などのIT-BPO産業が現在のように隆盛するまで
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の過程をみてみると，①コンピュータ2000年問
題を解決するために1990年代までにアメリカに
渡ったインド人専門技術者がアメリカ企業内で作
業をするうちにアメリカ企業のビジネスのやり方
を学ぶ段階が最初にあり，②2000年問題解決後，
ERP等の統合ソフトウェアの隆盛と共にユーザ企
業が日常業務の一部を切り出して業務委託をする
BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）の
受託事業を行う普及期を経て，③インターネットを
用いてコストの安いインドで作業を行うオフショア
BPOがメインになる現在の段階に成長した（7)。
インドへのIT系業務委託は，既に20年以上の歴
史があり，単純な電算サービスからリアルタイム
で対応するオフショアBPOまで進化をしている。 
 1991年の経済改革後のIT-BPO産業は，小島眞
[2004]，伊藤洋一[2007]，夏目啓二[2002][2006] 
[2009][2010] などで論じられている。小島眞
[2004]は，インドのソフトウェア産業を本格的な
国際競争力を持つ産業の開花と称え，アメリカ企
業との関係を中心にして世界のITサービス・セン
ターとしての位置付け確立について論じている。
伊藤洋一[2007]はインドのIT立国を文化的・社会
的側面からとらえて論じている。夏目啓二[2002]
はIT革命という切り口で1990年代後半から2001年
までのアメリカにおける臨時雇用労働者について
論じている。夏目啓二[2006]ではIT産業のグロー
バルな構造転換とIT人材の国際移動が「インドを
はじめとするBRICs諸国が急速にソフトウェア開
発を中心にしたビジネス・サービス分野でアメリ
カ系多国籍企業に迫るほどの国際競争力をつけて
きた要因（8)」と論じ，夏目啓二[2009]は，グロー
バル企業のインド進出とインド系IT企業の台頭を
論じている。夏目啓二[2010]ではSaxenianの主張
を批判的に取り上げながら，移民先国と母国間を
何回も巡回する起業家や専門技術者がいると主張
している。これらインドのIT-BPO産業について
の議論はアメリカとの関係性を中心にして論じら
れることが多い。インドのIT-BPO産業の隆盛に
ついてアメリカ側からみて論じているのが
Saxenian [1994]および[2006]になる。Saxenian[2006]
は高度人材の国際移動を頭脳循環として論じた。
IT-BPO産業をインド内部から論じた書として
Heeks[1996]やKarnik[2012]がある。Heeks[1996]は，
インド系専門技術者がアメリカに入っていく時代
のインド・ソフトウェア産業について分析されて
おり， Karnik[2012] はインドの IT 系業界団体
NASSCOMの会長を長年務めた筆者によるインド
系IT-BPO産業隆盛の記録である。業界団体とし
て起業家や政府に対して働きかけを行った状況を
知る著者だけにインド系IT-BPO産業を理解する
上で重要な著作となっている。 
 このように発展したIT-BPO産業ではあるが，
世界第  2  位の人口と広大な国土を保持するイン
ドにおいて政府のIT投資はごく限られた地域と
人々にしか恩恵を与えていない事実もある。
2005年にマッキンゼイ・グローバル研究所が発
表した「新興グローバル労働市場」によれば，
1999年時点のインドの労働市場には  4  億  2  千  8 
百万人の労働者がおり，その60％が農業，17％
が工業に就き，サービス業には23％が就いてい
る（9)。現時点で工業が先進国に比べて貧弱であ
るのは否めない。インドは第二次世界大戦までに
工業国としての地位を得たにもかかわらず，その
後，工業を発展させることができなかった。 
 
（２）インド国内経済の現状 
 1991年に開始された経済改革によってインド
は経済の自由化を成し遂げ，現在では新興国のひ
とつとして数えられるまでに成長した。本節では
消費者物価指数，国内総生産等の統計をみること
によって1991年以降のインド経済成長の軌跡を
みていく。 
 図 1 - 1 は1960年を100としたインドの工業労働
者の消費者物価指数（年平均）になる（10)。イン
ドを代表する消費者物価としては工業労働者のも
のが使われることが多い。 
 経済改革直前の1990-91年の消費者物価指数は
938であった。その後，2000年までは年平均変化
率10％を挟んで乱高下しているが，2000年から
2006年までは  3  -  4  ％台と安定し，2006年から
2010年までは  6  ％台から12％台へと上昇し，
2010年以降，10％台，8  ％台と下降している。
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1991年から2000年までの消費者物価の乱高下は
経済改革の影響と見ることができ，2000年以降
は経済改革の効果により物価が安定しているとみ
ることができる。しかし，インフレ圧力は強く，
工業労働者の消費者物価は1991年から2010年ま
での20年間では1,064から4,388へと変化し，経済
改革以降の20年間で 4 倍以上の上昇になっている。 
 人口は1951年以来1.3-2.5％で増加している。
2010-11年度では12億人に近くなっている。（図  1 
-  2  参照）2035年には中国を抜いて人口世界一の
座につくと予想されている。中国と違い，若年層
が多く，人口ピラミッドは健全な形をしており，
国の成長に寄与する人口構成となっている。 
 GDPも1991-92年で1.4％に鈍化した後，4.0-
9.6％で推移している。2010-11年では，52兆ル
ピー（約1.1兆USドル）を超えており，あとはこ
れら若年層が仕事に就く年齢になったときに全員
に職を用意できる社会になっているかが問題とな
る。ソフトウェアや医薬品などの輸出産業のみな
らず，国内市場の成長が必要となっている。 
 
 
図１-１ インド消費者物価指数（出典：ＲＢＩ Ｗｅｂサイトを参照し、筆者作図
（11)
） 
 
 
図１-２ 実質ＧＤＰおよび人口（出典：ＲＢＩ Ｗｅｂサイトを参照し、筆者作図
（12)
） 
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 インドの対USドル為替レート（13)は，1975年ま
では年平均レートで  7  ルピー台をキープしてい
たが，1975年には9.3％のルピー安で  8  ルピー台
になり，1981年には13.4％のルピー安で 9 ルピー
台をつけた後，1990年までに18ルピーにまで下
落した。1991年の原油価格高騰時の国際収支危
機のときに  2  度に渡って大幅に切り下げられた。
変動相場に移行する前の1992年には輸出代金等
の外貨収入の60％を市場レート，40％を公定
レートで交換する二重為替相場制を採用した。
1993年に対USドルにペッグするようにインド準
備銀行（Reserve Bank of India：RBI）が適時，為
替介入する管理変動相場制へ移行して 1 USドルあ
たり31ルピー台になって以降は，なだらかに下降
していった。1998年のアジア通貨危機の際は約
19％の下げに留めることができて42ルピー台にな
り，その後は45ルピーを挟んで安定していたが，
2007年初頭から急激にルピー高になり，40ル
ピーを維持できずに2008年  1  月18日に39.27ル
ピーをつけた。2008年  2  月からルピー安に転じ，
2008年10月には50ルピーを超えた。その後は乱
高下しながら2012年  6  月25日に57.22ルピーをつ
け，ルピーの最安値を更新した。（図 1 - 3 参照） 
 野村アセットマネジメントによれば，RBIによ
る為替介入によってUSドルにペッグしているの
で他の新興国に比べたら乱高下は少ないが，リー
マンショック以降は少なからず乱高下している。
インドは慢性的な貿易赤字国であるので通貨の下
落がおきやすいが，それを抑制する意味もあって
1991年の経済改革以降も経常取引と資本取引の規
制緩和のスピードが遅い。しかし，2012年 1 月 1 
日からは，非居住者によるインド株式市場への投
資に対する規制緩和を実施している。この規制緩
和によって海外から資金流入が増大し，資本市場
が拡充することが期待され，その結果，相場の変
動幅が縮小されることが見込まれている（14)。 
 インド経済は，リーマンショック後，成長の鈍
化がみられ，回復基調になかなかのれていない。
しかし，近年では，将来の消費大国を見込んでイ
ンド国内市場に外資系企業が入り，近代化された
ショッピングモール等が建設され，消費者を増や
している。インドの構造的な問題として農業，自
営業，従業員10人以下の小企業やインフォーマ
ルセクターなどの非組織部門での雇用が全体の
93％を占めており，民間組織部門への労働力の
移転が進んでいない現状がある（15)。 
 以上，RBI等のインド経済マクロデータをみて
いくと1991年の経済改革以降，現在までのイン
ドは，経済自由化およびソフトウェア業界の成功
などによって海外資本やNRIなどによる急速な資
本流入があり，資本流入によって通貨が上昇し，
RBIによる為替介入が起きて国内ではルピーの過
剰供給による過剰流動性が生まれて国内資産が高
騰し，現在もインフレ圧力が強くなっている状況
 
 
図１-３ インド為替レート（単位：ルピー 出典：ＲＢＩ Ｗｅｂサイトを参照し、筆者作図
（16)
） 
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であることがわかる。 
 
（３）インドの貿易 
 1947年の独立以降は混合経済体制の下，輸入
代替政策をとっていたこともあり，貿易は盛んで
はなかったが，1991年の経済改革によって貿易
自由化が進んだ。1995年のWTO設立時から参加
し，二カ国間自由貿易協定・経済連携協定の締結
も推進している。しかし，エネルギーの輸入が多
く，財の輸出が少ないことが原因となって，慢性
的な貿易赤字を計上している。2011-12年の電
機・IT製品のインド国内生産総額は  5  兆6,751億
ルピーであり，その内の  6  割近い  3  兆3,244.5億
ルピーがソフトウェアの輸出額になっている。同
年の財の輸出額は14兆8,250億ルピー，財の輸入
額が23兆9,460億ルピーで，貿易収支は  9 兆1,210
億ルピーの赤字になっている。これに対し，サー
ビス収支および所得収支，経常移転収支の黒字は，
前述のソフトウェア輸出総額  3  兆3,244.5億ル
ピーを含めて  5  兆3,620億ルピーあり，経常収支
は 3 兆7,590億ルピーの赤字となっている。 
 図  1  -  4  は，インド国際収支統計の経常収支
（ネット）とその内訳のひとつであるその他収支
のソフトウェア・サービス収支（ネット）をグラ
フ化したものである。2000年から07年まではソ
フトウェア輸出は年率25-34％の範囲で伸びてい
るが，2007-08年はリーマンショックによって成
長率が13％台まで落ち込み，その反動から翌年
は35％台に上進したが，2009年から  2  年間は
14％，6％と低迷し，2011-12年は21％台に回復し
ている。 
 図  1  -  5  は，インドの国際収支のうち，インド
への直接投資および対外投資流入になるが，経済
改革後の1991年以降急激に増えている。インド
への直接投資は，IT-BPO産業や医薬品産業など
の輸出産業に加えて，トラクター等農業向けや衛
生用品など消費者向け産業でも増えており，潜在
的な国内市場を立ち上げる活動も行われている。 
 図  1  -  6  は，2000年から12年までの電機製品お
よび通信・放送機器，コンピュータ・ハードウェ
ア，ソフトウェア等のインド国内産出額と輸出額
のグラフになるが，国内生産されたこれらの製品
は半数から  2  /  3  が輸出されている。電機製品や
IT製品，特にソフトウェア製品などの高価な製品
のインド国内市場はまだまだ小さく，外貨獲得の
手段となっている。なお，Croreはインドでよく
 
 
図１-４ インド国際収支統計（出典：ＲＢＩを参照し、筆者作図
（17)
） 
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使われる桁区切りの単位で  1  千万を表している。 
 1995年に「世界貿易機関（WTO）を設立する
マラケシュ協定（通称WTO設立協定）」の一部と
し て 「サービス の貿易に関す る 一般協定
（GATS）」が発効したことによりサービス貿易統
計の整備がなされた。GATS（18)ではサービス貿
易を①国境を超える取引，②海外における消費，
③業務上の拠点を通じてのサービス提供，④自然
人の移動によるサービス提供の  4  つのモードに
分けて定義している。 
 2010年のサービス貿易輸出世界計は世界貿易
センター統計（19)によれば，38億62百万USDであ
り，財貿易輸出世界計の150億55百万USDに対し
て  1  /  5  程度になっている。サービス貿易のうち，
IT-BPO 産 業 の 主 要 な輸出カ テゴリと な る
Computer and Information Services輸出世界計は 2 
 
図１-５ インド対外投資流入（出典：ＲＢＩを参照し、筆者作図
（20)
） 
 
 
図１-６ インド電気製品およびＩＴ製品・ソフトウェア産出額および輸出額（2000-12年） 
（出典：情報省を参照し、筆者作図
（21)
） 
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億16百万USD，同インド計は57百万USDになっ
ている。 
 インドのソフトウェア輸出をGATSの  4  つの
モードに倣って説明すると①国境を超える取引は，
1989年にアメリカ企業のコダック社が採用した
例（22)などを皮切りにして始まった。1990年代に
入るとアメリカでコンピュータ2000年問題が起
き，その解決のために④自然人の移動によるサー
ビス提供として，専門技術者が大量にインドから
アメリカに渡った。2000年問題が解決すると企
業システムのトレンドとしてERP等の統合アプリ
ケーション・ソフトウェアが市場をにぎわすと，
Windows95の登場以来，分散協調型システムが主
流を占めていた市場にサーバー統合による集中化
システムが広がりを見せ，インターネットを利用
したクラウド・システムに発展した。インド系
IT-BPO多国籍企業を中心にして，アメリカ国内
拠点でのオンサイト・サービスの提供とそこを通
じてのインドへのオフショアBPOの受注が始まっ
た。これはサービス貿易の  4  つのモードのうち，
③業務上の拠点を通じてのサービス提供にあたる。
顧客であるアメリカ多国籍企業は海外においても
インド系IT-BPO企業のオフショアBPOサービス
を受けている。インドに進出したこれら顧客企業
は②海外における消費にあたるサービス貿易も実
施していると考えられる。インド系IT-BPO多国
籍企業は，グローバル・デリバリー・モデルと呼
ばれるサービスを用意し，顧客多国籍企業が世界
中のどこに進出してもITサービスなどを提供する
仕組みを構築している。 
 国際収支上のサービス貿易統計はその集計に問
題を抱えている。例えば，コンピュータ・ハード
ウェアとソフトウェアを切り離して価値を確定す
ることやサービスの提供がソフトウェア・サービ
スとプロフェッショナル・サービスのどちらに属
するかを分けることは困難を伴う。国際収支上の
どの項目に何を計上するかについての詳細な部分
の実務であるデータの登録は各国政府が企業に対
して登録を義務付けることで行われており，企業
担当者毎に違う項目を使う可能性がある。インド
からアメリカへのソフトウェア輸出額にかんして
インド側の輸出額とアメリカ側の輸入額に大きな
齟齬があること（23)が，2004年のアメリカ大統領
選挙で争点のひとつであった国内産業の空洞化の
議論の中で明らかになった。その後，アメリカ・
インド双方で統計データ把握の修正が行われてい
る。 
 齟齬のうち，もっとも大きいとされた関係会社
間でのサービス貿易の把握方法をアメリカ側が改
善し，インド側は，輸出額を正確に把握するため
にそれまで業界団体であるNASSCOMから提供さ
れた輸出額をそのまま使用していたのを改めた。
RBIが国際収支統計を作成するときに使用する
Balance Of Payments Manual For Indiaの段落 4.24（24)
によれば，インドでは，国際貿易取引を電子的に
登録するシステムのFETERS（Foreign Exchange 
Transactions - Electronic Reporting System）を導入
したが，現時点では，コンピュータ・サービス
（ソフトウェア・サービス）のデータを収集する
際にFETERSだけでは不十分なので，NASSCOM
から提供されるデータも使用するが，FETERSで
登録されたコンピュータ・サービス項目の合計額
を超えないように留意する必要がある，とされて
いる。NASSCOMによれば2011年度のインドから
全世界へのIT-BPO輸出額は約590億ドルである（25)
が，RBI作成による国際収支統計（26)ではソフト
ウェア・サービス輸出額554億 6 千万USドル，ビ
ジネス・サービス輸出額が24億  5  百万USドルと
なっており，IT-BPO輸出額は両者を合わせても
578億65百万USドルとNASSCOMの発表値より低
くなっている。 
 本章においてインドの経済状況をみてきたが，
1991年の経済改革により大きく羽ばたいたIT関連
産業においてインドにおけるIT関連製品の製造や
サービスの提供の全産出量の  1  /  3  が国内，2  /  3 
が海外という割合になっており，インドの外貨獲
得手段としての役割を担っていると共に国内市場
も成長している。一人当たりGDPも  1  千USドル
を超え，成長は鈍化しているものの先進国よりも
高い伸び率を示している。インドIT-BPO多国籍
企業はインド国内の豊富な人的資源を活用して外
貨を稼いでいる実態が判った。 
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２．生産要素 
（１）ＩＴ－ＢＰＯ産業に投入される生産要素 
 IT-BPO産業に投入される生産要素には他の産
業と同様に労働，資本，土地，中間投入などがあ
るが，IT-BPO産業においては労働が生産要素の
大部分を占めている。 IT-BPO産業の提供する
サービスは豊富な知識に基づいたものであり，そ
の労働者は一定水準に達した専門技術者でなけれ
ばならない。労働者の能力が顧客へのサービス品
質に直結しているので，労働者はIT-BPO企業で
勤務する前に一定程度の教育を受けていなくては
ならない。企業が職歴のない労働者を雇うときに
目安にするのは学士号などの学位になる。インド
ではIT-BPO産業の市場拡大に大学等からの労働
力の供給が追いついていない現状があるので，企
業は最低限度のスキルをもった大学卒業生を雇い，
自社内で業務に必要な技術力やマネジメント力を
新入社員研修やその後の定期研修によって育成し
ている。インドの伝統的な産業ではカーストに
よって定められた労働の影響があるが，IT-BPO
産業のような新しい産業ではカーストによる差別
や男女差別が少なくなっている。これはIT-BPO
産業はカーストが成立した時点では存在せず，ど
のカーストがこの職業を行うかが既定されていな
かったので全てのカーストおよびカースト外の
人々も一定の能力があればIT-BPO産業で働く事
ができた点に由来する。IT-BPO産業の労働者不
足を補う意味もあり，インドの各企業のキャンパ
スでは色とりどりの民族衣装をきた女性の専門技
術者を数多く見かける。女性も優秀であれば差別
なく働く事ができる。 
 イエットギリエス[2012]（27)によれば，ある製
品のプロダクト・ライフサイクルを考えるとき，
その製品の生産初期段階においては，熟練した高
コストの労働力が必要で資本支出は相対的に低く
抑えられるが，大量生産・大量販売が可能になる
と資本集約的なものに変化して熟練した管理労働
の利用可能性が重要となり，生産が標準化される
成熟段階になると熟練労働の必要性は低下してよ
り多くの単純労働が必要となり，成熟段階では大
規模工場の建設や大型産業機械の導入など非常に
資本集約的になる。 
 IT-BPO産業では，ITサービスにおいて初期段
階では製造業と同様に熟練した高コストの労働力
が必要となり，次の段階では一定の技術を持った
労働力と熟練した管理労働が必要となる。製造業
と決定的に違うのは成熟段階で，顧客企業に対し
てある業務がITサービスとして提供され，それが
標準化される成熟段階ではITサービスがソフト
ウェア製品に置き換わることが多い。 
 例えば，①初期の経理システムは顧客企業の経
理担当者がITコンサルタントに業務を説明し，IT
コンサルタントが業務システム設計を行い，シス
テム・エンジニアやプログラマが顧客企業向けの
カスタム・アプリケーションを作成するが，②第
二段階では，同じようなアプリケーションを希望
する別の顧客に対して，この初期のアプリケー
ションをさらにカスタマイズして提供をする。顧
客が増えれば増えるほど似たようなカスタマイズ
を施すプロジェクトが同時並行で実行される。③
成熟段階では，これらのカスタマイズされたアプ
リケーションを元にして，経理アプリケーショ
ン・パッケージ製品が開発され，顧客企業に提供
される。いったん経理アプリケーション・パッ
ケージ製品が出来上がってしまえば，顧客企業ご
とにサービスをしていた専門技術者の大半は必要
なくなり，顧客企業向けのITサービスが激減する。
IT-BPO産業では初期段階から成熟段階を通して
単純労働者は必要ない。 
 しかし，専門技術者のレベルには大きな差があ
る。ビジネス・ボリュームが大きい第二段階で必
要とされる専門技術者の能力は高くない場合があ
る。IT-BPO産業で主に必要とされているのは第
二段階を担当する専門技術者になる。 
 生産要素としての資本は大きくない。IT-BPO
産業において資本が製造業に比べて小規模になる
のは，大規模な工場の代わりに小規模な事務所と
高価な産業機械の代わりに安価なPCと周辺機器，
通信ネットワークがあれば済んでしまうことに由
来している。製造業のように大きな工場をつくり，
産業機械を導入して効率的に稼働させるお金のか
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かる規模の経済が必要なく，資本の大部分がもっ
とも重要な生産要素である労働を確保するために
使用される。 
 IT-BPO産業の各セグメントのうち，ソフト
ウェア製品を扱う企業は労働集約から資本集約に
移行しやすくなっている。主にアメリカ系ソフト
ウェア・アプリケーション・ベンダーは，マイク
ロソフト社やオラクル社のようにDVDに焼き付
けたパッケージ製品を製造業の製品のように流通
させることで収益をあげている企業も多い。この
ようなビジネス形態では，ソフトウェア製品が完
成した後はそれをDVD等に焼き付けて箱に入れ
て出荷するが，これらソフトウェア製品は消費者
向けで数万円，企業向けでは数百万から数千万円
で販売されている。最初の製品を完成させるまで
は相応のコストが掛かるが，いったん製品が完成
してしまえば，それをDVDに焼いて箱詰めして
出荷するコストは微々たるものである。ソフト
ウェア製品企業はITサービス企業に比べて専門技
術者の数を少なくすることができ，代わりに家電
メーカーのように強力な販売部門を持ち，多くの
宣伝広告費を投入して販売しているので，資本集
約的になりやすい。このような事例があるので，
多くの経済学者や経営学者は，ソフトウェア産業
は，ソフトウェア・サービス・セグメントからソフ
トウェア製品セグメントへ移行することが進化の道
筋であると考えやすい。石上悦郎[2009]（28)は，
HeeksやAroraによるいくつかの研究からインド企
業によるグローバルレベルで通用するパッケー
ジ・ソフトウェア企業がないことについてインド
のソフトウェア製品開発力の未成熟さを指摘して
いる。 
 しかしながら，インド系IT-BPO産業のように
ソフトウェア製品セグメントに移行せずにITサー
ビスに留まる選択もある。例えば，ソフトウェア
製品市場を考えた場合，ワープロや表計算ソフト
ウェアであればマイクロソフト社のOffice製品，
データベース製品であればオラクル社製品，イン
ターネット検索ならグーグル社など，ソフトウェ
ア市場は細かくセグメント化された市場でそれぞ
れのセグメントで独占的もしくは寡占的な企業と
ならない限り収益を伸ばすことが難しい。しかし，
ITサービス市場は独占もしくは寡占する必要はな
く，企業の数だけ顧客がいると言えるほど大きな
市場が広がっており，ITサービス提供企業が仕事
を分け合うことができる。大規模なシステム開発
プロジェクトでは，建設業界で良く採用される
ジョイント・ベンチャー方式のプロジェクトも盛
んに行われ，大企業から個人企業までがひとつの
プロジェクトに参加することも珍しくない。ソフ
トウェア製品企業のようにひとつの製品で巨万の
富を築くことはできないが，専門技術者が顧客企
業にサービスした分だけ顧客企業から確実に収益
をあげることができるのがITサービス企業になる。 
 Gregory他[2010]（29)では，ソフトウェア産業で
は多くの企業がより小規模で内部留保を利用し，
対外調達では債務性資金よりエクイティやベン
チャーキャピタルを活用している，と指摘してい
る。 
 資本の移動性を考察すると，インドは1991年
に抜本的な経済自由化を実施した国で，この20
年で急激に資本流入しているが，それ以前の政府
による資本流入規制の一部が現在も残っており，
完全自由化はされておらず，複雑な手続きや税制
が残っている。一国二制度の中国とは違い，現在
のインドは完全な資本主義国ではあるが，パキス
タンなど近隣諸国との紛争や核開発など国際社会
との関係や極端な格差社会であることなどカント
リー・リスクもある。今後，世界一の人口を有す
る国になり，国民の所得レベルも向上して，巨大
な国内市場が誕生するとみられているが，現状で
は国内市場の規模はそれほど大きくはない。 
 生産要素としての土地もIT-BPO産業では土地
に付随する天然資源を含めても製造業に比べて小
さい要素にしかならない。IT-BPO産業では製造
業のように製品の輸出時に港湾や空港を利用する
ことは少ない。ほとんどの場合，製造業の製品に
あたる成果物はインターネット回線を利用して輸
出される。立地の選択には，電気の安定供給，優
秀な労働者の確保等があげられ，都市もしくはそ
の近郊に事務所を構えればよい。 
 インドでは1991年に情報省によってソフト
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ウェア・テクノロジー ・パーク（ Software 
Technology Park of India：STPI）が設立され，
2011年までに52カ所のセンターが開設された。
通常，他国では，このような免税・保税地域は港
湾や空港の近隣の隔離された場所が指定され，企
業はその中に事務所や作業場を作る必要があるが，
STPIを利用すれば，企業はインド国内のどこに
でもSTPユニットを設立できる。STPユニットの
中は，関税が0になり，100％外資企業の設立が
可能で，1 カ所で政府の通関書類と輸出許可証の
入手することができる（30)などメリットが多い。
インド企業にとっても，外資系企業にとっても
IT-BPO産業に属する企業はインド国内に事務所
を構えてSTPユニットの認可を受けて輸出ビジネ
スをおこなうことで先進国での立地に比べて優位
性を得ることができる。 
 IT-BPO産業の生産要素としての中間投入も少
ない。原材料は必要とせず，大規模な工場もなく，
光熱費等もそう多くないなど間接費が少ない。特
にITサービスは顧客企業とITサービス提携企業の 
2 社間だけの契約でビジネスが実行されることが
多く，製造業に比べてサプライチェーンは無いに
等しい。 
 
（２）生産要素投入がＩＴ－ＢＰＯ産業に与える
影響 
 前節でIT-BPO産業構造の決定要因としての生
産要素投入をみたが，ここでは企業における生産
性をみることで生産要素投入の影響を考察する。
前節でみたようにIT-BPOビジネスの成否は，一
定の技術を持った高賃金労働者を必要数確保する
ことにある。 
 Gregory他[2010]によれば，ソフトウェア産業
の生産要素としての労働力は，ソフトウェア製品
ビジネスのすべての生産要素投入の半分から
70％を占める重要な投入になる（31)。同著では，
インドの大きな労働力と多数のエンジニアリング
及び関連学科卒業生は絶対数が多く，労働集約型
サービスに必要な供給条件を与えている（32)，と
している。インドのIT-BPO産業隆盛のひとつの
条件がまさにこの労働集約型サービスに必要な労
働力の供給になる。顧客企業の間接業務向けのIT
サービスを中心としたIT-BPO産業が大きくなる
には高度なエンジニアリング技術よりも個々の顧
客企業の各プロジェクトに配属できる最低限のエ
ンジニアリング技術をもった専門技術者が多数い
ることが重要になる。専門技術者の数だけ顧客企
業と契約を結ぶ可能性があり，収益を上げる事が
できる。これは，グローバル展開をするアメリカ
系ソフトウェア製品企業の収益構造とは大きく異
なる。Microsoft社などのソフトウェア製品企業は
セグメント化された製品市場で独占または寡占す
る地位を確保し，多額のマーケティング費用をか
けて世界中にソフトウェア製品を供給しているが，
製造工程では多くの労働力を必要としないため，
非常に高度なエンジニアリング技術をもった専門
技術者が少数いれば良い。ITサービス事業とソフ
トウェア製品事業の収益構造の相違点が労働生産
性に大きな違いを生んでいると仮定できる。本節
では両事業の代表的な企業の労働生産性を比較し，
この仮定を立証する。そして，ITサービス事業を
主とする企業がソフトウェア製品事業へ移行しな
い理由を明らかにしたい。これによりITサービス
事業を主とする企業がソフトウェア製品事業を主
とする企業とパートナー関係を結び協業すること
でWin-Winの関係を構築している現状を追認でき，
今後のIT-BPO産業の動向の予測に役立つ。 
 生産性は，ある作業のアウトプットがインプッ
トに占める割合によって計算できる。企業の場合，
アウトプットは付加価値であり，インプットは経
営資源になる。付加価値とは利益のことで，売上
（収益）から費用を引く事で計算される。収益と
費用，利益には種類がある。売上高から売上原価
を差し引いた利益が売上総利益（粗利）であり，
売上総利益から販売費および一般管理費を差し引
いた利益が営業利益，営業利益から俗にいう副業
の収益と費用の営業外利益と営業外費用を足し引
きした利益が経常利益，経常利益に例外的に起き
る収益と費用の特別利益と特別損失を足し引きし
た利益が税引き前利益，税引き前利益から法人税
などの税金などを差し引いたものが当期純利益
（最終利益）となる。本稿ではIT-BPO産業関係企
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業の生産性算出に付加価値として税引き前利益を
用いる。 
 企業の経営資源は俗にヒト・モノ・カネと呼ば
れるが，ヒトである従業員数をインプットとした
場合の生産性は労働生産性と呼ばれ，有形固定資
産額の場合は設備生産性，資本金の場合は資本生
産性と呼ばれる。なお，一国の生産性は付加価値
をGDPとし，インプットを国民人口とした一人当
たりGDPもしくは，購買力平価（PPP）で評価さ
れたGDPと就業者数を用いたPPP換算労働生産性
が労働生産性として使われている。日本生産性本
部[2012]（33)によれば，購買力平価で評価された
2010 年のアメリカの国民一人当たり GDP は
46,588USDで，PPP換算労働生産性は102,903USDで
あり，インドのPPP換算労働生産性は3,281USD（34)
であった。なお，同資料にはインドの国民一人当
たりGDPが無かったので，代わりにIMFの2012年
の予測値を用いると1,370USDになる。 
 本章（1）でみたようにIT-BPO産業の生産要素
では労働が一番重要である。図  2  -  1  は，Infosys
社，Wipro社，インドの一人当たり名目GDPの
2004-12年度における推移（一人当たり名目GDP
の2010年度および以降はIMFの予測値）であるが，
一人当たり名目GDPが2004年度28,541ルピーから
2012年度79,874ルピー（1,667USD）へと約2.8倍，
CAGR（35)（年平均成長率）でみれば13.7％の成
長をしている。ここで一人当たり名目GDPを使用
したのは，2009年以前のインドのPPP換算労働生
産性がデータの不備により計算できていない事に
由来する（ 36)。同期間の労働生産性CAGRは，
Infosys社が0.84％，Wipro社が3.3％に過ぎない。
同期間の両社の従業員数CAGRは，Infosys社が
24.9％，Wipro社が21.6％と伸びているので，両
社とも利益の総額は増えているが，労働生産性は
良くなっていない。 
 労働生産性を向上させるには利益を増やすか，
費用を減らす必要がある。IT-BPO産業における
課金体系のひとつに人月がある。人月は，ひとり
の専門技術者が  1  ヶ月働いた場合の課金単価を
表し，例えば，システム開発のITサービスでは， 
1  ヶ月20日間，1  日  8  時間の計160時間をひとり
の専門技術者（プログラマ）が働いた場合に60
万円の課金する，とすれば，1 人月は60万円とな
る。実際にはITサービス・プロジェクトを立ち上
げる場合，そのITサービスに必要な分析・設計・
プログラミング・テスティングなどの専門技術者
 
図２-１ インド系ＩＴ-ＢＰＯ企業の労働生産性（インドのＧＤＰ ｐｅｒ ｃａｐｉｔａはＦＹ2010以降予測値 
出典：Ｉｎｆｏｓｙｓ社、Ｗｉｐｒｏ社、ＩＭＦをそれぞれ参照し、筆者作図
（37)
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が行う作業をその難易度などから決められた標準
作業時間で換算し，合計作業時間を求め，月次作
業時間（例えば160時間）で除すことでプロジェ
クトに必要な専門技術者の人数を割り出す。3 ヶ
月で完成させるプロジェクトの場合にその合計作
業時間が2,400時間掛かるなら，月あたり800時間
の作業量になり，15人月の仕事を  5  人の専門技
術者が  3  ヶ月間行うことになる。この過程にお
いて労働生産性を向上させるには標準作業時間を
短くし効率をあげるか，顧客への課金をあげるか，
専門技術者への賃金を減らすことになる。しかし，
現在のソフトウェア開発においては，サービス品
質を維持しながら標準作業時間を短くするのは技
術的に難しく，顧客への課金や専門技術者への給
与を大幅に変更するのも難しい状況にある。この
ようにソフトウェア開発時の労働生産性の向上は
微増に留まることが多い。 
 インドのIT-BPO産業の労働生産性とグローバ
ル企業であるMicrosoft社とIBM社の労働生産性を
比較してみると製造業も行っているIBM社の労働
生産性はMicrosoft社の半分程度になっている。
IBM社の労働生産性は2004年度から12年度で向上
し て お り ， CAGR は 5.68％と な っ て い る 。
Microsoft社やIT-BPO産業のInfosys社，Wipro社の
労働生産性は向上していない。同期間のCAGRは
Microsoft 社 1.28％， Infosys 社 0.31％， Wipro 社
2.76％となっている。2012年度のMicrosoft社は
Infosys社の約17倍，Wipro社の約26倍の労働生産
性をあげ，Infosys社はWipro社の約1.5倍の労働生
産性をあげている。そして，その労働生産性はこ
の 9 年間殆ど縮まっていない。（表 2 - 1 ） 
 Microsoft社の労働生産性が相対的に高いのは，
同社がPC向けOSおよび事務用アプリケーション
市場をほぼ独占していることに起因する。これら
の製品開発後の製造作業には非常に少ない労働力
しか必要としていない。よって，従業員数を抑え
る事ができ，その費用が少ないので多くの付加価
値（利益）をあげる事ができる。アメリカのPPP
換算労働生産性の  2  倍以上の労働生産性を達成
している。IBM社はサービス業部門と製造業部門
を併せ持っており，サービス業部門はソフトウェ
ア製品よりITサービスの比率が高いため，労働者
の数が2012年度で434,246人と多くなっているの
で，アメリカのPPP換算労働生産性の半分程度の
労働生産性に留まっている。Infosys社とWipro社
がそれぞれMicrosoft社の  1 /17と  1 /26の労働生産
性に留まっているのは，ソフトウェア製品とIT
サービスというビジネスの違いに起因する。IT
サービスでは専門技術者が人月単位で課金される
ことが売上となるために一人当たりの売上は労働
時間に規制され，多くの売上をあげるには専門技
術者の数を増やさなくてはいけない。人月単価も
業界水準があり，ソフトウェア製品のように数千
万円の値付けをすることはできない。顧客企業が
ITサービスの業務委託をするかどうかは，自社で
同業務を行った場合に比べてコストが低くなる事
が条件のひとつとなるため，必然的に人月単価は，
顧客企業の給与水準および間接費に影響を受ける。 
 以上みてきたことをまとめると，本節の最初に
立てたMicrosoft社のソフトウェア製品戦略による
収益構造とInfosys社やWipro社によるITサービス
戦略による収益構造の違いが労働生産性の違いに
表２-１ グローバルＩＴ企業の労働生産性
（38)
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現れている仮定が事実であることが確認できた。
労働生産性の面からITサービス事業を主とする企
業がソフトウェア製品事業に進出する際のデメ
リットをあげると，①従業員の多くを占める専門
技術者の質を転換しなくてはならない，②予算の
多くを人件費から広告・宣伝・営業関係費用にシ
フトしなくてはならない，③ ①および②の過程
において多くの従業員の首を切らなければならな
い，といった点があげられ，さらに④ソフトウェ
ア製品市場で成功する可能性は低い，という点も
ある。ソフトウェア製品市場は成熟が進み，多く
の企業が淘汰され，現在，グローバル市場で成功
しているソフトウェア製品企業は，Microsoft社，
Oracle社，SAP社などITサービス企業数に比べて
少ない。 
 これは同一業種の中での進化ではなく，別業種
への進出と考えるべきである。ITサービス業とソ
フトウェア製品業には大きな隔たりがあり，隔た
りを超えるには業種転換のための大きな努力が必
要であり，その上，成功する確率も高くないので，
現在，ITサービス業で一定の利益を上げているイ
ンド系IT-BPO多国籍企業が冒険を犯してソフト
ウェア製品事業に手を出す必要がない，と言える
のではないか。 
 ソフトウェア製品企業とITサービス企業の労働
生産性に17-26倍もの差があることで，ソフト
ウェア製品企業であるMicrosoft社はInfosys社や
Wipro社をライバル視する事無く，安心して自社
製品を提供し，Infosys社やWipro社はソフトウェ
ア製品企業になる野望を持つのではなく，
Microsoft社のソフトウェア製品を使う事で最低限
のエンジニアリング力を持った専門技術者によっ
て顧客に適切なサービスを行うことで利益をあげ
る道を選ぶ。この棲み分けにより両者がライバル
とはならずパートナーシップを結んだWin-Winの
関係が今後も続くのではないかと考える。 
 もし，Infosys社やWipro社がMicrosoft社のライ
バルになろうとするなら，クラウド事業に力を入
れてそこから得たノウハウを用いてソフトウェア
製品市場に力を注がなくてはいけないが，そのた
めにはMicrosoft社のように非常に高いエンジニア
リング力をもったアーキテクトを雇い，開発力の
ある専門技術者も雇い，イノベーションを起こせ
る環境づくりをし，開発したソフトウェア製品を
市場で勝たせるには多大なマーケティング費用も
必要になるが，現状の収益構造ではその資金を用
意することは難しい。しかし，既にソフトウェア
製品市場で独占もしくは寡占環境にある会社と
パートナーシップを結び，それらのソフトウェア
製品を用いて，顧客にトータル・サービスを提供
して確実に利益をあげている現状を維持するほう
が得策と考えているのではないか。 
 
３．まとめ 
 2012年の後半にNASSCOMは，BPOからビジネ
ス・プロセス・マネージメント（BPM）への進
化を謳っている（39)。発表記事によれば，インド
はグローバルBPO市場において37％のシェアを持
つリーダーシップ・ポジションを得ていて，
FY2012にはBPOにおいて160億USDの収益をあげ，
500以上の企業にて876,000人の雇用を達成してい
る。 
 インドのIT-BPO企業はさらなる進化のために
顧客の戦略パートナーとなるBPMを目指すとし
ている。これは，顧客の経営層への浸透を狙って
おり，顧客企業のリエンジニアリングに際し，イ
ンドの IT-BPO企業を活用した形態をとる事に
よって間接部門そのものを減らす事で間接費用を
削減し，顧客企業の生産性を向上させることを提
案している。この分野ではIBM社が顧客企業の情
報システム部門を買収し，合併企業を設立して顧
客企業グループにITサービスを提供しているモデ
ル（ 40)が先行しているが，これを模したものに
なっている。インド系IT-BPO企業がこの方向性
をとる事によって，ITコンサルティングからの経
営支援ビジネスに乗り出してAccenture社やIBM社
のGlobal Services部門などがライバル企業となり，
ソフトウェア製品企業とは協業していくことを明
確にした，と考えられる。 
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され、マツダ・グループに対してITサービス
を行っている。 
